
議案第   号 

宝塚市特別職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定について 

 宝塚市特別職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のとおり制定する

ものとする。 

  令和７年（２０２５年）５月１６日提出 

宝塚市長 森  臨太郎   

 

宝塚市条例第  号 

宝塚市特別職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 （宝塚市特別職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 宝塚市特別職の職員の給与に関する条例（昭和２９年条例第２１号）の一部を次

のように改正する。 

 附則第２項中「令和３年１１月１日」を「令和７年８月１日」に、「令和７年４月１８

日」を「令和８年３月３１日」に、「９６５，１００円」を「５４８，５００円」に、

「 ８ １ ９ ， ４０ ０ 円 」 を 「 ８ ３ ０ ， １ ０ ０ 円 」 に 、 「 ７ ２ ０ ， １ ０ ０ 円 」 を

「７２１，６００円」に改める。 

附則に次の１項を加える。 

（令和７年１２月に支給する期末手当に関する特例） 

３ 令和７年１２月に支給する期末手当の額は、第３条第３項の規定にかかわらず、同

項の規定により算定される期末手当の額（以下この項において「基準額」という。）か

ら次に掲げる額の合計額（以下この項において「調整額」という。）に相当する額を減

じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は、

支給しない。 

(１)  令和７年４月１９日から同年７月３１日までの在職期間に応じて支給された

給料の合計額に、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める割合を乗じて得ら

れた額 

  ア 市長 １００分の１０ 

イ 副市長 １００分の７ 

ウ 教育長 １００分の５ 

(２) 令和７年６月に支給された期末手当の額に、次に掲げる区分に応じ、それぞれ



次に定める割合を乗じて得た額 

  ア 市長 １００分の１０ 

イ 副市長 １００分の７ 

ウ 教育長 １００分の５ 

（宝塚市上下水道事業管理者の給与に関する条例の一部改正） 

第２条 宝塚市上下水道事業管理者の給与に関する条例（昭和４４年条例第２０号）の一

部を次のように改正する。 

  第３条第２項中「第２１号」の次に「。以下「特別職給与条例」という。」を加える。 

附則第２項中「令和３年１１月１日」を「令和７年８月１日」に、「令和７年４月１８

日」を「令和８年３月３１日」に、「７２０，１００円」を「７２１，６００円」に改め

る。 

附則に次の１項を加える。 

（令和７年１２月に支給する期末手当に関する特例） 

３ 令和７年１２月に支給する期末手当の額は、改正後の特別職給与条例第３条第３項

の規定にかかわらず、同項の規定により算定される期末手当の額（以下この項におい

て「基準額」という。）から次に掲げる額の合計額（以下この項において「調整額」と

いう。）に相当する額を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上とな

るときは、期末手当は、支給しない。 

(１) 令和７年４月１９日から同年７月３１日までの在職期間に応じて支給された給

料の合計額に、１００分の５を乗じて得た額 

(２) 令和７年６月に支給された期末手当の合計額に１００分の５を乗じて得た額 

（宝塚市病院事業管理者の給与に関する条例の一部改正） 

第３条 宝塚市病院事業管理者の給与に関する条例（平成１７年条例第２１号）の一部を

次のように改正する。 

第３条第２項中「第２１号」の次に「。以下「特別職給与条例」という。」を加える。 

附則第２項中「令和３年１１月１日」を「令和７年８月１日」に、「令和７年４月１８

日」を「令和８年３月３１日」に、「７２０，１００円」を「７２１，６００円」に改め

る。 

附則に次の１項を加える。 

（令和７年１２月に支給する期末手当に関する特例） 



３ 令和７年１２月に支給する期末手当の額は、改正後の特別職給与条例第３条第３項

の規定にかかわらず、同項の規定により算定される期末手当の額（以下この項におい

て「基準額」という。）から次に掲げる額の合計額（以下この項において「調整額」と

いう。）に相当する額を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上とな

るときは、期末手当は、支給しない。 

(１) 令和７年４月１９日から同年７月３１日までの在職期間に応じて支給された給

料の合計額に、１００分の５を乗じて得た額 

(２) 令和７年６月に支給された期末手当の合計額に１００分の５を乗じて得た額 

附 則 

この条例は、令和７年８月１日から施行する。 



議案第   号 

   宝塚市特別職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定について 

宝塚市特別職の職員の給与に関する条例(昭和29年条例第21号)新旧対照表(第1条による改正関

係) 

現行 改正案 

附 則 附 則 

(職員の給料月額の特例) (職員の給料月額の特例) 

2 令和3年11月1日から令和7年4月18日までの

間に限り、第2条の規定の適用については、

第2条第1号中「1,097,100円」とあるのは

「965,100円」と、同条第2号中「892,600円」

とあるのは「819,400円」と、同条第3号中

「759,600円」とあるのは「720,100円」とす

る。 

2 令和7年8月1日 から令和8年3月31日までの

間に限り、第2条の規定の適用については、

第2条第1号中「1,097,100円」とあるのは

「548,500円」と、同条第2号中「892,600円」

とあるのは「830,100円」と、同条第3号中

「759,600円」とあるのは「721,600円」とす

る。 

 (令和7年12月に支給する期末手当に関する

特例) 

3 令和7年12月に支給する期末手当の額は、第

3条第3項の規定にかかわらず、同項の規定に

より算定される期末手当の額(以下この項に

おいて「基準額」という。)から次に掲げる

額の合計額(以下この項において「調整額」

という。)に相当する額を減じた額とする。

この場合において、調整額が基準額以上とな

るときは、期末手当は、支給しない。 

(1) 令和7年4月19日から同年7月31日まで

の在職期間に応じて支給された給料の合

計額に、次に掲げる区分に応じ、それぞれ

次に定める割合を乗じて得られた額 

ア 市長 100分の10 

イ 副市長 100分の7 

ウ 教育長 100分の5 

(2) 令和7年6月に支給された期末手当の額

に、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に

定める割合を乗じて得た額 

ア 市長 100分の10 

イ 副市長 100分の7 

ウ 教育長 100分の5 

 



宝塚市上下水道事業管理者の給与に関する条例(昭和44年条例第20号)新旧対照表(第2条による改

正関係) 

現行 改正案 

(手当) (手当) 

第3条 （略） 第3条 （略） 

2 手当の額は、宝塚市特別職の職員の給与

に関する条例(昭和29年条例第21号        

                        )の規定を準用す

る。 

2 手当の額は、宝塚市特別職の職員の給与に

関する条例(昭和29年条例第21号。以下「特

別職給与条例」という。)の規定を準用する。 

附 則 附 則 

2 第2条の規定の適用については、令和3年11月

1日から令和7年4月18日までの間に限り、同

条中「759,600円」とあるのは「720,100円」

とする。 

2 第2条の規定の適用については、令和7年8月

1日から令和8年3月31日までの間に限り、同

条中「759,600円」とあるのは「721,600円」

とする。 

 (令和7年12月に支給する期末手当に関する

特例) 

3 令和7年12月に支給する期末手当の額は、改

正後の特別職給与条例第3条第3項の規定に

かかわらず、同項の規定により算定される期

末手当の額(以下この項において「基準額」

という。)から次に掲げる額の合計額(以下こ

の項において「調整額」という。)に相当す

る額を減じた額とする。この場合において、

調整額が基準額以上となるときは、期末手当

は、支給しない。 

(1) 令和7年4月19日から同年7月31日までの

在職期間に応じて支給された給料の合計

額に、100分の5を乗じて得た額 

(2) 令和7年6月に支給された期末手当の合

計額に100分の5を乗じて得た額 

 



宝塚市病院事業管理者の給与に関する条例(平成17年条例第21号)新旧対照表(第3条による改正関

係) 

現行 改正案 

(手当) (手当) 

第3条 （略） 第3条 （略） 

2 手当の額は、宝塚市特別職の職員の給与に

関する条例(昭和29年条例第21号          

                     )の規定を準用する。 

2 手当の額は、宝塚市特別職の職員の給与に

関する条例(昭和29年条例第21号。以下「特

別職給与条例」という。)の規定を準用する。 

附 則 附 則 

2 第2条の規定の適用については、令和3年11月

1日から令和7年4月18日までの間に限り、同

条中「759,600円」とあるのは「720,100円」

とする。 

2 第2条の規定の適用については、令和7年8月

1日から令和8年3月31日までの間に限り、同

条中「759,600円」とあるのは「721,600円」

とする。 

 (令和7年12月に支給する期末手当に関する

特例) 

3 令和7年12月に支給する期末手当の額は、改

正後の特別職給与条例第3条第3項の規定に

かかわらず、同項の規定により算定される期

末手当の額(以下この項において「基準額」

という。)から次に掲げる額の合計額(以下こ

の項において「調整額」という。)に相当す

る額を減じた額とする。この場合において、

調整額が基準額以上となるときは、期末手当

は、支給しない。 

(1) 令和7年4月19日から同年7月31日までの

在職期間に応じて支給された給料の合計

額に、100分の5を乗じて得た額 

(2) 令和7年6月に支給された期末手当の合

計額に100分の5を乗じて得た額 

 



都市経営会議資料 

総務部給与労務課 

 

 

 

 

１ 改正理由 

  市の財政状況を考慮し、特別職の給料月額を減額するため。 

 

２ 改正内容 

（１）令和７年８月１日から令和８年３月３１日まで 

 ・市 長    ５４８，５００円 （減額率 ５０％） 

【減額措置前】 １，０９７，１００円 

・副市長    ８３０，１００円 （減額率  ７％） 

 【減額措置前】 ８９２，６００円 

 ・教育長    ７２１，６００円 （減額率  ５％） 

【減額措置前】 ７５９，６００円 

 ・上下水道事業管理者及び病院事業管理者  教育長と同じ 

 

（２）令和７年４月１９日から令和７年７月３１日まで 

・市 長    ９８７，３００円 （減額率 １０％） 

【減額措置前】 １，０９７，１００円 

・副市長    ８３０，１００円 （減額率  ７％） 

【減額措置前】 ８９２，６００円 

 ・教育長    ７２１，６００円 （減額率  ５％） 

【減額措置前】 ７５９，６００円 

 ・上下水道事業管理者及び病院事業管理者  教育長と同じ 

 ※令和７年４月１９日から令和７年７月３１日までの減額分については、令和７年１２月期 

期末手当において調整する。 

 

３ 施行日 

  令和７年８月１日から施行する。 

宝塚市特別職の職員の給与に関する条例等の改正概要 


